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EUの中のイギリス憲法
――「国会主権の原則」をめぐる動きと残る重要課題――
中 村 民 雄
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はじめに
イギリスは、マグナカルタ（1215、1225年）や権利章典（1688年）や1998
年人権法のように歴史的に重要な制定法をもつが、体系的な成文の憲法典
をもた
(１)
ない。とくに統治機構の構成と運営は、19世紀後半の憲法学者ダイ
シーが定式化したように、コモン・ロー憲法原則である「国会主権」と
「法の支配」にもとづいて行って
(２)
きた。しかし、この二大憲法原則は２つ
のヨーロッパ法―EU法と欧州人権条約―によって根本的な見直しを迫ら
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(１) 現代イギリス公法の体系書として、David Feldman (ed.), English Public
 
Law,2nd ed.(Oxford U.P.,2009).
(２) A.V.Dicey,An Introduction to the Study of the Law of the Constitution
(Macmillan,1st ed.1885;8th ed.1915)〔ダイシー（伊藤正己・田島裕訳）『憲法
序説』（学陽書房、1983）〕（本稿での引用は原典第８版による。）
れて
(３)
いる。
本稿では、EU法がイギリスのコモン・ロー憲法原則に与えてきた影響
を整
(４)
理し、イギリス憲法が抱える重要課題を掘り起こす。
１ 国会主権の
(５)
原則と EU法の優位性
ダイシーが説き、イギリスの裁判所もそれをコモン・ロー憲法の適切な
叙述と認めてきた「国会主権の原則」によれば、国王・貴族院・庶民院の
三者からなる国会だけが、つねにどの会期においても法的に無制限の立法
権をもち、また国会以外の何人も（ゆえに裁判所も）、国会の立法を無効と
(３) ヨーロッパ法の影響も含めて、長い歴史的視座からイギリス憲法の変化を論じ
たものとして、J.W.f.Allison,The English Historical Constitution :Continuity,
Change and European Effects (Cambridge U.P.,2007).
(４) 本稿で行うイギリス憲法の動向整理は、中村民雄『イギリス憲法と EC法―国
会主権の原則の凋落』（東京大学出版会、1993）と同じテーマを、その後の EU形
成やイギリスの法令・判例・学説の展開を含めて、簡潔に追加的に整理したもので
ある。
(５) 国会主権の原則の歴史的形成について、Jeffrey Goldsworthy, The Sover-
eignty of Parliament :History and Philosophy(Oxford U.P.,1999).20世紀初頭
からの国会主権をめぐる学説と判例の展開について、伊藤正己「国会主権の原則の
再検討」国家学会雑誌81巻３・４号１-44頁、５・６号38-78頁、７・８号１-36頁
（1968）〔同『イギリス法研究』（東京大学出版会、1978）149-260頁所収〕。1973年
のイギリスの EC加盟以後、EC/EU法がイギリス憲法にもたらす変化に関して、
1990年代初めまでにつき、中村民雄『イギリス憲法と EC法――国会主権の原則の
凋落』（東京大学出版会、1993）とそこに掲げる主要参考文献。1990年代以降につ
いて、Jeffrey Goldsworthy,Parliamentary Sovereignty: Contemporary Debates
(Cambridge U.P.,2010);Anthony Bradley,“The Sovereignty of Parliament -
Form or Substance?”in Jeffrey Jowell and Dawn Oliver(eds.),The Changing
 
Constitution 6th ed.(Oxford U.P.,2007)pp.25-58； Paul Craig,“Britain in the
 
European Union”in Jowell& Oliver,idem,pp.84-107.邦語では本稿のほか、佐
藤憲「イギリス憲法における EC（EU）法受容に関する一考察―1990年代におけ
る重要判例と国会主権概念への影響（１・２・３完)」早稲田大学大学院法研論集
103号390-364頁、105号450-427頁、111号453-427頁（2002-2004).
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したり適用を拒否したりでき
(６)
ない。したがって、国会の通常の制定法より
も上位の法は想定されず、国会の制定法は同位である。どの会期の国会も
法的に無制限の立法権をもつので、前の国会は後の国会を拘束できない。
そこで、制定法間に抵触があるときは、後の国会の立法（後法）が前の国
会の立法（前法）を、明示的にも黙示的にも抵触する範囲で改廃するもの
とされて
(７)
きた。（とくに後法が前法を黙示的に覆せる点が、EU法の受容にお
いて問題となっていく。）
さらにイギリスの裁判所は、国際法と国内法の関係について二元論をと
り、内閣が締結する国際条約で国民の権利義務に影響するものは、国会の
受容措置がなければ国内法的効力をもたないと判断して
(８)
きた。そして国内
法に曖昧さや不明確さがあるときは、関係する国際条約を解釈の参考に参
照できるが、国内法が明確で一義的であるときは、それが関係する国際条
約に抵触する場合であっても、国内法を字義通りに適用すべきものと判断
して
(９)
いた。
EU法に目を転じると、これは異なる法秩序観に立つ。EUの裁判所で
ある欧州司法裁判所（ECJ）が判例法理として説いてきた EU法の「優位
性」の原則によれば、EUの構成諸国は、EU条約に掲げる事項に関する
統治の主権的権利を EUとの関係で制限または移譲して共通機関 EUを設
立し、それに立法・行政・司法の統治権を認めた。ゆえに EU条約（基本
法）だけでなく EU機関において適法に採択される EUの立法（派生法）
も、つねに各国の共通法かつ上位法として各国法の一部をなすものとなり
(６) Dicey,supra,note2,pp.3-4.
(７) Ellen Street Estates Ltd.v.Minister of Health［1934］1KB 590.
(８) J.H.Rayner Ltd.v.Department of Trade［1990］2A.C.418,499-500(per
 
Lord Oliver).See also,R v.Keyn (1876)2Ex D 63;Inland Revenue Commis-
sioners v.Collco Dealings ltd.［1962］AC1;Maclaine Watson v.Department of
 
Trade and Industry［1990］2AC 418.
(９) Salomon v.Customs and Excise Commissioners［1967］2QB 116,143-144
(per Lord Diplock).
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各国内で直接の法源となる（一
(10)
元論）。また ECJの判例法によれば、EU
法は構成国において国内的効力（各国の法として存在する効力）があるだけ
でなく、文言が明確かつ無条件であるなら、直接に私人に権利を発生させ
る効果（直接効）をもつ。EU法の優位性からして、直接効がある EU法
は、各国法と EU法の制定の前後を問わず、また各国法上の階位を問わ
ず、あらゆる各国法に優先して（ゆえに各国憲法にも優先して）適用さ
(11)
れる。たとえ EU法に直接効がなくても国内的効力はあるから、EU法に
適合的に国内法を解釈して適用すべき義務が（裁判所などの）構成国の諸
機関には生じる（間
(12)
接効）。この ECJの判例法のうち、直接効と優位性に
ついては1960年代に基本的に確立していた。
イギリスでは1973年の EC（欧州共同体）の加盟前後から、伝統的なコ
モン・ロー憲法原則を変更せずに ECに加盟することが法的に可能かどう
かが国会や学界で盛んに議論さ
(13)
れた。
論争が続く中で、国会は1972年に EC加盟条約を EC諸国と締結すると
ともに、EC法を国内受容するために1972年 EC加盟法（European Com-
munities Act 1972 (c. 68)）を制定した。同法２条１項は、直接効のある
EC法がイギリスにおいて法として承認され執行可能であることを定め
る。そして同法２条４項で、「制定されたもしくはされるべきいかなる立
法も、…〔同法２条１項〕に服しつつ解釈されかつ効力をもつものとす
る」と定めた。同法３条１項では、EC法の解釈または効力の問題は法律
問題とされ、イギリスの裁判所はその問題を欧州司法裁判所に先決裁定を
求めるか、そうしないときは「あらゆる欧州司法裁判所の判決に従って」
(10) Case26/62Van Gend en Loos［1963］ECR 1;Case 6/64, Costa v.ENEL
［1964］ECR 585;Case 106/77, Simmenthal［1978］ECR 629;Case C-213/89,
Factortame［1990］ECR I-2433.
(11) Case106/77,Simmenthal［1978］ECR 629.
(12) Case 14/83, Von Colson and Kamann［1984］ECR 1891;Case C-106/89,
Marleasing SA［1990］ECR I-4135.
(13) 詳細は、中村・前掲（注４）33-74頁。
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当該問題を判断すべきものと定める。
しかし同法２条４項の規定により、EU法の優位性が十分に保障される
かどうかについて論争が残った。同法２条１項で受容された直接効のある
EC法に反するような1972年 EC加盟法より後の国会立法（後法）ができ
たとして、その後法は、1972年 EC加盟法２条１項で受容された EC法
「に服しつつ解釈されかつ効力をもつ」ことになるのか。つまり直接効の
ある EC法が、それと抵触する国会の後法に優先して適用されることにな
るのかどうか、の論争である。
1972年 EC加盟法の国会審議においては、この点は決着がつかず、いず
れにせよ、1972年 EC加盟法そのものを将来の国会がいつでも覆すことが
できるから、「究極の（ultimate)」国会主権はイギリスに残るという
(14)
論法
で、1972年 EC加盟法反対派は押さえこまれた。この「究極の」国会主権
が残るという認識は、当時のイギリスの裁
(15)
判所、
(16)
国会、
(17)
学界の共通認識で
(14) H.C.Deb.February15,1972;vol.831,col.278(Mr.Rippon).
(15) E.g.,Blackburn v.Attorney-General［1971］2All ER 1380;R.v.Secretary
 
of State for Transport,ex p.Factortame［1991］1AC603(HL,1990);Thoburn
 
v.Sunderland City Council［2002］EWHC 195Admin,［2003］QB 151,［2002］4
All ER 156(QBD).
(16) H.C.Deb.March24,2004;vol.419,col.318(Mr.O’Brien,The Minister for
 
Trade and Investment)
(17) See e.g.,E.C.S.Wade,Constitutional law(Longmans,1st ed.1931;2nd ed.
1935;3rd ed.1946;4th ed.1950;5th ed.1955;6th ed.1960;7th ed.with A.W.
Bradley1965;8th ed.with A.W.Bradley1970;9th ed.by A.W.Bradley1977;
10th ed.by A.W.Bradley1985;11th ed.by A.W.Bradley and K.D.Ewing
1993);Owen Hood Phillips,The principles of English law and the constitution
(Sweet & Maxwell 1939);The constitutional law of Great Britain and the
 
Commonwealth (Sweet & Maxwell 1st ed.1952;2nd ed.1957);Constitutional
 
and administrative law (Sweet & Maxwell,3rd ed.1962;4th ed.1967;5th ed.
1973;6th ed.1978;7th ed.1987by O.Hood Phillips and Paul Jackson;8th ed.
2001by Paul Jackson and Patricia Leopold);Colin Turpin,British government
 
and the constitution:text,cases,and materials(Weidenfeld and Nicolson,1st ed.
1985;2nd ed.1990;3rd ed.1995;4th ed.1999;5th ed.2002;6th ed.2007with
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あったし、後で見るように、現在もそうである。
憲法学説の上では、伝統的な国会主権の原則を維持する立場が優勢だっ
た。仮に将来の国会が1972年 EC加盟法を維持したまま、EU法に明白に
反する立法（後法）をするような場合、後法により黙示的に前法たる1972
年 EC加盟法が覆されたことにならないかについて、1970年代当時、憲法
学説での通説であったH.W.R.ウェイドは、後法による黙示的な改廃を
1972年 EC加盟法も受けうると論
(18)
じた。彼によれば、法的に無制限の国会
がどの会期にも存続するというコモン・ローの「国会主権の原則」は、そ
れを根拠に国会の立法の効力や優先関係が決まるのだから、国会の立法に
論理的に先立つメタ・ルールである。それはコモン・ローの中でも特殊な
規範であり、H. L. A.ハートのいう「承認のルール」である。すなわち
1688/89年の名誉革命で樹立された統治体制を法的に正統とみるという裁
判官の政治事実認識と法的判断が渾然一体となった特別のコモン・ローで
あり、それは裁判官の胸のうちにのみ宿るから、国会の立法を以て変更す
ることはできない。ウェイドはこう論じた。
同様に1970年代当時、イギリスの貴族院や控訴院を代表するような有力
裁判官も、講演や判決の傍論で、1972年 EC加盟法があっても、後の国会
が EC法に違反する立法をしたときは、（EC法ではなく）後の国会の立法
を適用しなければならないと述べて
(19)
いた。
こうして EU法の優位性の受容をめぐる憲法論議は決着を見ないまま、
コモン・ローの担い手である裁判官の判例形成に注目が移った。
Adam Tomkins).
(18) H.W.R.Wade,Constitutional Fundamentals (Stevens,1980;revised ed.
1989).See also, ditto,“The basis of legal sovereignty”(1955)13Cambridge LJ
172.
(19) E.g.,Lord Diplock〔貴族院判事〕,“The Common Market and the Common
 
Law”(First Lord Upjohn lecture)(1972)6Law Teacher3;Lord Denning〔控
訴院記録長官〕in Felixstowe Docks and Railway Co v.British Transport Docks
 
Board［1976］2CMLR 655(CA).
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２ 判例の展開
1980年代までのイギリスの裁判所は、EC法とイギリス国会立法との抵
触問題を、立法の EC法適合的解釈により概ね回避して
(20)
いた。
しかし、1990年前後の一連のファクタテイム
(21)
事件では、国内立法が一義
的に明確で EC法適合的解釈の余地がなかった。そこで正面から EC法の
優位性を認めた解決を図るかどうかが試されることになった。本件で問題
となった1988年の立法（1988年法）でイギリスの国会は、イギリス籍の漁
船を登録する資格者を、イギリス人かイギリス人が75％以上株式をもつイ
ギリス設立会社に限定した。イギリスに EC共通漁業政策で割り当てられ
た漁獲割当はイギリス籍漁船だけが使用できる。当時、ECに加盟したば
かりのスペインの漁民がイギリスに会社を設立してイギリス籍漁船を登録
し、イギリスの漁獲割当分で獲った魚をスペインに転送するケースが続発
した。イギリスの地元漁民がこれを「割り当て破り（quota hopping）」と
非難し、国会に対策を求め、そこで1988年法が制定された。しかし EC法
によれば、EC法の適用される範囲では国籍差別の禁止が原則であり、
EC諸国民は EC内では設立地国の法に従って自由に会社を設立でき、ま
た漁獲物等商品を域内で自由に移動できた。ところが1988年法は、イギリ
スの漁獲割当をイギリス人とその75％株式所有会社に限定するものとなっ
た。原告会社はスペイン人が100％株式を保有するイギリス設立会社であ
った。原告に1988年法を EC法適合的に解釈して適用することは不可能で
あった。そこで、後法たる1988年法が前法たる1972年 EC加盟法を黙示的
に改廃し、直接効のある EC法が本件に不適用となるのか（伝統的な国会
(20) 中村・前掲（注４）79-124頁。
(21) R.v.Secretary of State for Transport,ex p.Factortame［1990］2AC 85
(HL,1989),［1990］ECR I-2433(ECJ),［1991］1AC603(HL,1990),［1991］ECR
 
I-3905.詳細は、中村・前掲（注４）86-96頁。
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主権の原則に則した解決）、それとも（何らかの論理により）EC法が優先適
用されるのか（EC法の優位性に則した解決）が（本案での）争点となった。
原告は仮処分として1988年法の原告への適用の仮差止めも求めたので、か
かる仮差止めがイギリス法または EC法上請求可能かも争われた。（実際
には仮処分の判断が下らないうちに1988年法が施行され、原告は漁労できず営
業損失を被った。そこで損害賠償も原告は請求し、EC法違反の国会立法から生
じた損害の賠償をイギリス政府に請求する権利がイギリス法または EC法上認
められるかも争点になった。）
仮処分の点が先に扱われ、イギリスの裁判所から先決問題の付託を受け
た欧州司法裁判所は、EC法上の実体権を実効的に保障するには、構成国
の裁判所が実効的に仮差止め等の仮の救済を付与できなければならないと
し、その付与を妨げる国内の法や実務の障害は排除されねばならないと答
(22)
えた。その後本案について、欧州司法裁判所は、本件の1988年の立法が
EC条約の基本原則に違反すると判断
(23)
した。また EC法違反の国会立法に
よる損害賠償も EC法上生じうると欧州司法裁判所は判断
(24)
した。こうした
一連の先決裁定に示された EC法に則した解決をイギリスの裁判所は義務
づけられた。貴族院は、これらの先決裁定を受けて、1988年法の原告への
適用の仮差止を
(25)
認め、それが実際には手遅れで救済として不十分であった
ため、原告に対する EC法上の損害賠償も認
(26)
めた。要するに貴族院は EC
法が求める結果をすべて実現した。
(22) Case C-213/89,R.v.Secretary of State for Transport,ex p.Factortame
［1990］ECR I-2433.
(23) Case C-221/89,R.v.Secretary of State for Transport,ex p.Factortame
［1991］ECR I-3905.
(24) Joined cases C-46/93 and C-48/93, Brasserie du Pe?cheur/Factoratame
［1996］ECR I-1090.
(25) R v.Secretary of State for Transport,ex p.Factortame［1991］1AC 603
(HL,1990).
(26) R v.Secretary of State for Transport,ex p.Factortame［1999］UKHL44;
［2000］1AC 524;［1999］4All ER 906(HL,1999).
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問題は、その結果を導くイギリス憲法上の論理である。それに触れたの
は、仮処分に関する欧州司法裁判所の先決裁定の前と後の貴族院の二判決
であった。ブリッジ裁判官は先決裁定前（先決問題付託時）の判決で、も
しも欧州司法裁判所が先決裁定で仮差止を認めるなら、それをイギリスに
おいて実現する義務があると述べ、その理由を説明した。すなわち、1972
年 EC加盟法そのものが後法により明示的に改廃されない限り、EC法上
の権利に影響する後法には1972年 EC加盟法によって「〔EC〕諸国の国民
の EC法上の直接行使可能な権利を害することがないものとするという規
定が挿入されたのと同一の効果が生じ
(27)
る」と。また先決裁定後の判決にお
いて、さらに理由を補足した。
「欧州司法裁判所は、イギリスが ECに加盟する前からすでに判例で EC法
の優位性を確立していた。ゆえに国会が1972年 EC加盟法を制定したときに
受け入れた主権のいかなる制限も、完全に自発的であった。〔1972年 EC加
盟法の文言も直接効ある EC法の優先適用を明確に示していた。〕したがっ
て、EC法が適用される分野において、それに優位性を与えることは何ら新
奇なことでは
(28)
ない。」
要するに、①イギリスの国会が ECとの関係で自発的に EC法の優位性
原則を受け入れた。その意思表明が1972年 EC加盟法である。②国会が明
示的にその意思を撤回しない間は、裁判所は国会の意思を尊重して、EC
法が求める結果を実現する。③ゆえに、たとえ後法が EC法に反する内容
であったとしても、その後法が1972年 EC加盟法を黙示的に改廃したとは
評価せず、逆にその後法に「EC法上の直接行使可能な権利を害すること
がない」という一項が黙示的に挿入されたものと評価する、とブリッジ裁
判官はいうのである。イギリス法上の EC法の優位性の容認根拠は、国会
の意思に求められた。
国会の意思を法的にも最高意思として裁判所がそれにつねに従うという
(27)［1990］2AC 85at 140B-D (per Lord Bridge).
(28)［1991］1AC 603at 658G-659C (per Lord Bridge).
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面（＝上位の法を想定して国会制定法の効力審査をすることはできないと考え
る面）では、伝統的な国会主権の原則が維持されているかにもみえる。し
かし伝統的立場では、どの会期の国会も法的に無制限の立法権力をもつこ
とが国会主権の原則の中核的内容であった。その点がブリッジ意見では大
きく変容している。ブリッジ意見からすれば、1972年 EC加盟法が維持さ
れる限り、どの会期の国会も EC法の制約を受ける。そこで直接効のある
EC法に反する立法は、反する範囲で裁判所によって排除されて EC法が
直接適用され、仮処分でも同様である。ブリッジ意見は、国会がその意思
で自らの権力を法的に制限できると考えているが、伝統的立場はまさにそ
ういう自己制限の意思など法的に容認しないところに特徴があった。法哲
学者H.L.Aハートのたとえを借りるなら、神は全能ゆえ自らを永久に滅
ぼせるというのがブリッジ意見であるが、神は全能ゆえ永久不滅だという
のが伝統的立場で
(29)
ある。この二つは本質的に異なる。やはりブリッジ意見
は、伝統的な国会主権の原則を本質的に変容させたと見るのが妥当であ
(30)
ろう。
その後、貴族院は、国会制定法の EC法適合審査を自ら行うようにもな
った。これも伝統的な国会主権の原則では容認されなかったことである。
1995年の EOC
(31)
事件において貴族院は、社会保障給付の一つである整理解
(29) H.L.A.Hart,The Concept of Law 2nd ed.(Oxford U. P.,1994［1st ed.
1961］)pp. 149-150〔初版邦訳（矢崎光圀監訳）『法の概念』（みすず書房、1976）
161-162頁〕.
(30) なお、ブリッジ意見は、1972年 EC加盟法を改廃する立法権が国会に残ること
を認めてはいる。しかし同法は全 EC法についての直接効と優位性の一般的承認規
定であるから、それの明示的改廃は EC法すべての拒否を意味する。それが現実政
治で生じるのはイギリスの EC脱退時しかなかろう。ゆえにブリッジ裁判官が残し
た国会立法の法的余地は、政治的には国会審議にあった「究極の国会主権」論に対
応する。いずれも究極の例外状況と自認している点である。逆にいえば、政治事実
認識においても憲法論においても、法的に無制限の立法権力を国会が EC法に対し
ては主張できないことのほうを原則として認めている。これが重要である。
(31) R.v.Secretary of State for Employment,ex p.Equal Opportunities Com-
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雇給付について労働者がフルタイムかパートタイムかで受給資格の発生必
要年数を異にするイギリスの国会制定法が、EC条約上の男女労働者の同
一賃金原則に反する間接的な差別であって違法である旨の宣言判決を下
(32)
した。
2000年代になると、伝統的な国会主権の原則を維持しつつ、コモン・ロ
ー憲法原則の再構成を試みる下級審裁判官も現れた。2002年のいわゆるメ
ートル法殉教者
(33)
事件（Metric Martyrs case）の高等法院でのローズ裁判官
意見である。この事件は、農産物等の量り売り販売において、イギリスの
伝統的な度量衡であるヤード・ポンド法表示に加えて大陸諸国のメート
ル・グラム法表示の併記を義務づける EC指令を実施するイギリス法に抵
抗してヤード・ポンド法表示だけで販売を続けたために過料を課され、計
量機を没収された露天商らの事件である。ECに抵抗して古き良きイギリ
スの度量衡を守るために身を賭したと大衆紙は煽り、件のニックネームが
つけられた。
この事件のローズ裁判官は、伝統的な国会主権の原則が維持されること
を確認しつつ、次の議論を新たに展開した。すなわち、ファクタテイム事
件以後もコモン・ローは発展し、2000年代の現在では「基本的ないし憲法
的権利（a fundamental or constitutional right)」を認めるまで成熟した。
ゆえに国会立法にも「通常の（ordinary)」制定法と「憲法的（constitu-
tional)」制定法の区別があってしかるべきである。憲法的制定法とは、
「市民と国家の法的関係をある程度一般的に包括的に規律するもの」また
は「基本的憲法的権利の範囲を拡大または縮小するもの」であり、1689年
の権利章典や1972年 EC加盟法や1998年人権法などがこれにあたる。そし
mission［1995］1AC 1.
(32) 間接的性差別法理の継受という側面から本件を見るものとして、釜田泰介
「EUにおける間接差別ルールの確立と英法による受容―英国議会主権の原則の一
側面」同志社法学48巻２号784-819頁（1996）。
(33) Thoburn v.Sunderland City Council［2002］EWHC195(Admin),［2003］QB
151,［2002］4All ER 156(QBD),［2002］1CMLR 50.
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て憲法的制定法は、それを改廃する立法者の現実の意思を明確に示す証拠
（その旨の明文や一義的に明確な文言）が後法にない限りは、後法から改廃
されないと考えるべきだ、というので
(34)
ある。そして、同裁判官によれば、
EU法とイギリス法の関係は４つの命題に集約できる。① EU法が作り出
すあらゆる具体的な権利義務は、あくまでも国会の制定法である1972年
EC加盟法によりイギリスにおいて法として効力を認められ、その結果、
イギリス法において最上位の規範となる。②1972年 EC加盟法は憲法的制
定法であり、黙示的には改廃されない。③憲法的制定法という分類はコモ
ン・ローが与える分類である。④ゆえにイギリスと EUの関係の法的基盤
は究極的にはイギリス法にある。命題の①と②は EU実体法の優位性を保
障し、命題の③と④は、EU実体法の優位性を認める法的根拠を国会が与
えるという意味で国会の優位性を保障する。ゆえに「EU法の優位性」と
「国会主権の原則」はそれぞれの適切な意味においてバランスが取れ、調
和的関係に理解できるのであ
(35)
る、と。以上は今のところローズ裁判官の一
人説であ
(36)
るが、同裁判官の公法に関する発言は実務にも学界にも影響力が
(37)
あり、軽視するのは妥当ではない。
その一方で、2000年代には、最上級審たる貴族院の裁判官の中に、伝統
的な国会主権の原則がヨーロッパ法（EU法や欧州人権条約）とイギリス法
の関係を規律する法規範として適切かつ妥当かどうか疑問を投げかける者
(34) Id.,paras.61-63(per Laws LJ).
(35) Id.paras.69-70(per Laws LJ).
(36) なお、ローズ裁判官は裁判外でも同旨を発言している：John Laws,“Law and
 
Democracy”［1995］Pub. L. 72; ditto, “Is the High Court the Guardian of
 
Fundamental Constitutional Rights?”［1993］Pub.L.59;ditto,“Judicial Rem-
edies and the Constitution”(1994)57M.L.R.213.ローズと同様の主張はすでに
学界に見られた：Philip Allott, “The Courts and Parliament:Who Whom?”
(1979)38Camb.L.J.79-117.
(37) たとえば、ローズ裁判官の意見は関連判例で頻繁に引用され、論文は公法専門
雑誌 Public Lawやロンドン大学の法学雑誌Modern Law Reviewにしばしば掲載
されている（前注引用の文献がその例）。
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もでてきた。いわゆるキツネ狩り禁止法（Hunting Act 2004）に関する
2005年のジャクソン
(38)
事件である。本件での争点は、貴族院の審議を要さず
に庶民院の議決だけで立法ができることを定めた1911年と1949年の「議会
法（Parliament Act)」という名の制定法にもとづいて、キツネ狩り禁止法
を立法したことが有効かどうかであり、EU法とイギリス憲法との関係が
争点になったのではない。しかし前提問題として、1911年と1949年の「議
会法」を相互に同位の制定法とみるべきか、1911年法に定める手続にもと
づいて制定された1949年法を1911年法の従位立法とみるべきかが争点とな
り、同位立法とみた場合、1949年法は1911年法を覆すかが争われ、そこで
国会主権の原則が再び議論されることになった。結論的には全裁判官がキ
ツネ狩り禁止法を有効と認めたが、国会主権の原則については、裁判官の
見解の相違が露わになった。ビンガム裁判官は、伝統的な国会主権の原則
の立場を支持
(39)
した。しかしヘイル裁判官は懐疑をにお
(40)
わせ、ステイン裁判
官とホープ裁判官は懐疑的な立場を傍論で述べた。
ステイン裁判官（Lord Steyn）はいう。
「イギリスにおいて憲法が無規律だというわけではない。ヨーロッパの文脈
では、ファクタテイム事件判決がそれを明確にしている。1998年スコットラ
ンド法の〔地方分権の〕取決めも、主権が分割されることを示している。さ
らには、欧州人権条約が1998年人権法で国内法に受容され新しい法秩序を作
りだした。人権条約を伝統的な多国間条約と同視してはならない。むしろそ
れは、イギリスが基本権を保護する義務を、他の諸国との関係で引受けるの
ではなく、国内のすべての個人との関係で引受けるそのような法秩序であ
る。ダイシーによる国会最高性原則の古典的な説明は純粋かつ絶対的であっ
(38) Jackson v Her Majesty’s Attorney General［2005］UKHL 56,［2006］1AC
262,［2005］4All ER 1253.Cf.本件を国会と裁判所の対話として見るものとして、
岩切大地「憲法の危機・仮定・対話―イギリス貴族院のジャクソン判決に関する一
考察」総合政策論集（東北文化学園大学）７巻１号131-158頁（2008)。
(39) Jackson v Her Majesty’s Attorney General［2005］UKHL 56,para.9(per
 
Lord Bingham).
(40) Id.para.159(per Baroness Hale).
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たが、現代のイギリスではいまや場違いに見えるところもある。とはいえ、
国会の最高性は未だに我々の憲法の一般原則ではある。ただしそれはコモ
ン・ローの構想物であって、裁判官がこの原則を作った。とすれば裁判所
が、異なる立憲主義の前提にたって原則を修正しなければならないときも来
るかもしれない、と考えられなくは
(41)
ない。」
ホープ裁判官（Lord Hope）も同様にいう。
「我々の憲法は国会主権に支配されてきた。しかし、国会主権は、かりにか
つては絶対的だったとしても、いまや絶対的ではない。……国会の立法する
自由が無制約というのはもはや正しくない。一歩一歩、徐々ながら着実に、
イングランドの国会の絶対的立法主権の原則、ダイシーがクックとブラクス
トンから導き出したその原則は、修正されている。修正の大部分は国会自身
が制定した立法から生じている。おそらく1972年 EC加盟法第1部が典型例
である。……EC法の優位性の法理は、この〔EC法〕分野において国会が
意のままに立法する絶対的な権威を制限している。……1998年人権法３条１
項はさらに制約を導入した。その条項は、欧州人権条約上の権利に適合的に
イギリスの立法を解釈し効力を与えるように裁判所に指示している。可能な
範囲で、この解釈上の義務により、裁判所は、国会が制定時に意図していた
ところとは異なるように見えるとしても、制定法に人権条約適合的な意味を
与えることができるので
(42)
ある。」
ただし、これらの傍論が今後有力になるかどうかは不透明である。たとえ
ば控訴院のニューバーガー記録長官（Lord Neuberger, M. R.,元貴族院判
事）は、2011年４月の
(43)
講演で、ジャクソン事件のステイン、ホープ両裁判
官の傍論を批判した。記録長官によれば、国の法を決める最後の主人は国
会であって「国会主権の原則」は今も健在である。EU法や欧州人権条約
にもとづく制定法の司法審査が可能なのは、あくまでも国会が1972年 EC
(41) Id.para.102(per Lord Steyn).
(42) Id.paras.104-105(per Lord Hope).
(43) Lord Neuberger, Master of the Rolls, “Who are the Masters Now?”
(Second Lord Alexander of Weedon Lecture)on 6April2011.
?http://www.judiciary.gov.uk/media/speeches/2011/whos-the-master-now>
(last visited on 5May2011).
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加盟法や1998年人権法を制定したからである。裁判所が両法の下で個々の
事案の解決を通してコモン・ローを展開したとしても、最終的には民主的
代表議会である国会が制定法によりそれを変更できる。「国会主権の原則」
の実質はそのような民主的正統性にあると主張
(44)
した。この見方はファクタ
テイム事件のブリッジ意見と同様であり、同様の評価が当ては
(45)
まる。
以上、1970年代から2000年代初頭までの30年間の判例動向を瞥見した。
判例は徐々に1972年 EC加盟法を通して EC/EU法を法として受容し、
1972年 EC加盟法が明示的に後の国会の制定法により改廃されない限り
は、EC/EU法の優先適用を認める立場を確立した。この展開を足がかり
に、一部の有力な裁判官は、さらなるコモン・ロー憲法の展開を試み、国
会制定法に「通常」のそれと「憲法的」それの区別があるとの試論を示し
た。他方で貴族院裁判官の中には、コモン・ロー憲法原則としての国会主
権の原則に対する理解を見直し、国会主権の原則がもはや法的に無制約の
立法主権を意味するものではないと述べるものもでてきた。しかし、いず
れも傍論であり、かつ2010年代初頭においても、少数説である。
３ EU創設とイギリスの対応
そうした少数の有力裁判官の傍論を除けば、大部分の裁判官のイギリス
憲法原則認識に根本的な変化はなかった。しかしヨーロッパ統合は、1990
年代以降ますます深化した。ECを基礎に EUが創設され、EUが大なり
小なり権限を行使できる事項的範囲も拡大した。もはや経済分野の共同体
形成を超え、安全保障など政治的判断がむしろ中核となる分野にまで管轄
範囲を拡大した。2000年代には、テロリスト容疑者の資産凍結処分も EU
（EUの政治的決定を EC規則で実施する方式）により行わるようになった。
こうしたヨーロッパ統合の進展が、イギリスの裁判官の憲法原則認識にほ
(44) Id.paras.14-51.
(45) 注29、30に対応する本文参照。
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とんど影響しなかったとしても、統合を進展させる EU条約が締結ないし
改正されるたびに、イギリスの国会の立法権に EU法の制約がますます課
され、また EUは条約の明文での権限獲得だけでなく、既存の権限の拡大
解釈による運用（「隠れた権限拡大（competence creep）」）もしているとい
う見方は国民一般や国会議員には強まっていった。そこで、EU条約の締
結や改正のたびにさまざまの動きが現れた。
EUを創設した1992年のマーストリヒト（EU）条約の批准手続がイギリ
スの国会で進められていたさなか、貴族院議員（保守党）のリースモグ
（Rees-Mogg）氏が、同条約の批准は違法との宣言判決を求めて提訴した。
同条約によりとくに ECの社会政策権限が国会の制定法で個別に承認した
範囲をこえて ECに授権される点、EUの共通外交安全保障政策権限が国
王大権を国会の制定法による承認なく EUに授権される点で違法があると
の主張である。しかし高等法院は、それらの点を含めてマーストリヒト条
約全体に国会の承認があり、また外交の国王大権を行使する制度が EUの
制度でもあり国王大権が放棄されたものではないから、原告の主張は失当
であると述べて、訴えを棄却
(46)
した。
2004年に締結された憲法条約については、イギリス労働党政府は批准の
是非を国民投票で問うことを公約した。しかし2005年のフランスとオラン
ダの国民投票において批准が否決されたため、イギリスは国民投票を凍結
した。そのうちに他の構成国での批准作業も放棄され、憲法条約は発効せ
ずに消えた。2007年に憲法条約の内容の大部分を受け継ぐリスボン条約が
締結されると、その批准時（2008）に、保守党への高額献金者であるウィ
ーラー（Wheeler）氏が、リスボン条約は憲法条約とほぼ同一の内容であ
るから、憲法条約について政府が公約した国民投票をリスボン条約につい
ても政府に正当に期待できると主張し、その正当な期待を保護する宣言判
決を求めて首相らを訴えた。しかし高等法院は、リスボン条約と憲法条約
(46) R.v Secretary of State for Foreign and Commonwealth Affairs ex p.Rees-
Mogg［1993］EWHC Admin 4;［1994］QB 552;［1994］1All ER 457.
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は異なる条約ゆえに批准の国民投票への正当な期待は生じないとして訴え
を棄却
(47)
した。
2009年12月にリスボン条約（現 EU条約・EU運営条約の二つ。併せて基
本条約という）は発効したが、半年後（2010年５月）に政権についた保守
党・自由党連立政府は、今後の EUの権限拡大に歯止めをかけるために、
基本条約の改正条約または新規代替条約で EUの権限を拡大もしくは強化
するものは、原則として国民投票と国会制定法の両方による承認を要し、
例外的に国民投票を免除される改正については、しかし国会制定法による
承認は必要であるとする旨の法案を2010年に上
(48)
程し、これは2011年７月に
EU監視法（European Union Act 2011(c.12)）として成立した。
この法律は、リスボン条約が定める改正を念頭においている。リスボン
条約は、基本条約の改正について、通常改正手続（EU条約48条２～５項）
と２種類の簡易改正手続（同条６、７項）を定める。通常改正手続は基本
条約のあらゆる面について用いることができるが、簡易改正手続はそうで
はない。EU条約48条６項の簡易改正手続は、EU運営条約第３部（EUの
対内政策・行動の諸規定）の改正だけに用いることができ、改正交渉の政
府間会議を省略し、欧州理事会の全会一致による改正決定を各国の国会が
各国憲法の要件に従って承認する方式である。もう一つの EU条約48条７
項の簡易改正手続は、いわゆる「架け橋（passerelle)」条項だけを対象と
する。「架け橋」条項とは EU機関における意思決定を一方式から他方式
へ移行しうることを基本条約が予め定めている規定の俗称である。具体的
には閣僚理事会の意思決定を全会一致から特定多数決に変更すること、ま
たは EUの立法手続を「特別立法手続」から「通常立法手続」に変更する
ことを予定する条項について、この EU条約48条７項の簡易改正手続を用
(47) R (on the application of Wheeler)v Office of the Prime Minister［2008］
EWHC 1409(Admin).
(48)?http://services.parliament.uk/bills/2010-11/europeanunion.html>(2011.6.
23閲覧)
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い、欧州理事会が変更発議をし、その時から６カ月以内に各国議会からの
異議申し立てがないなら、欧州理事会は全会一致で変更決定を正式に採択
できる。
2011年の EU監視法は、これらの改正手続の発動に対する国会の監視を
強化し、EUの「隠れた権限拡大（competence creep)」を牽
(49)
制し、また今
後の EU条約改正に対して国民と国会の関与を高めることを主目的とす
る。そこで、①通常改正手続または EU条約48条６項の簡易改正手続によ
る改正の場合で、イギリスから EUへの権力移譲となるとイギリス政府が
判断する EU条約案や条約改正案についてはイギリス全国での国民投票に
付すること（法２・３・４条）。② EU条約48条７項による簡易改正手続で
「架け橋」条項が使われる前に、その利用を国会の制定法で認めること、
また「架け橋」条項が、イギリスから EUへの権力移譲を伴うときは、政
府が「架け橋」条項の利用に同意する前に国民投票に付すること（法６
条）。これらを定めている。
要するに、EUがどの改正手続を使うにせよ、EUに現状以上の権力移
譲を行うとイギリスが判断するときは国民投票にかけるということであっ
て、それゆえ本法により EU権力の膨張に対する「国民投票のかんぬき
（referendum lock)」をかけたとイギリス政府は強調
(50)
した。EUの基本条約
の改正は全構成国の承認を要するから、イギリス一カ国の国民投票といえ
ども今後の EUの公式の改正手続の行使に政治的な抑止力をもつことは確
かであろう。ただし、EUの「隠れた権限拡大」は、ECJや EU立法諸機
関による既存の条約規定の拡大解釈によってもなされて
(51)
きた。EU監視法
(49) H. C. Deb, cols 31-33WS (13Sep.2010), HC Deb, cols. 3-4WS (11Oct.
2010).
(50) Id.
(51) E.g.,Case22/70,Commission v.Council(ERTA)［1971］ECR 263;Joined
 
Cases C-402/05P and C-415/05P,Kadi［2008］ECR I-6351;Case C91/05,Com-
mission v.Council(ECOWAS)［2008］ECR I-3651.See generally,Joseph H.H.
Weiler,“The Transformation of Europe”(1991)100Yale L.J.2403-2483［ワイ
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はそれまでを実効的に抑止することはできないであろう。
?国会主権の原則」との関係で興味深いのは、EU監視法がこのほか、
イギリス法秩序における EU法の法的効力は、1972年 EC加盟法（という
国会制定法）が与えることを再確認する明文を置いている点である。同法
18条である。次のように定める。
?1972年 EC加盟法（European Communities Act 1972）により、直接適用
可能または直接効のある EU法（すなわち、1972年 EC加盟法２項１項に述
べる、権利、権力、責任、義務、制限、救済および手続）は、連合王国にお
いて法として承認され利用可能である。」
これは EU法の国内受容の最終的な権威が国会にあることを明言するため
の規定であ
(52)
って、伝統的な「国会主権の原則」の存続を国会みずからが明
示的に確認するもので
(53)
ある。政府の立法趣旨説明書（Explanatory Notes）
によれば、
「本条［18条］が本法案に入れられたのは、国会主権の原則が将来裁判所の
決定により侵食されることを恐れる声に対応するためである。直接適用可能
または直接効のある EU法が〔イギリス〕連合王国法秩序で効力をもつの
は、国会の意思を通じかつ国会制定法によってのみであることを制定法に規
定することで、EU法が EU条約または国際法・国際法原則から生じた新た
な上位の自律的な法秩序であって国会の制定法とは関係なく連合王国法制度
の不可欠の一部となった、という議論に対抗するときの明確な論拠となるで
あ
(54)
ろう。」
明らかに、ジャクソン事件の少数傍論を意識し、また ECJが展開してき
ラー（南義清ほか訳）『ヨーロッパの変容』（北樹出版、1998）］.
(52) H.M Government,The Coalition:our programme for government (2010)
at p.13,and Explanatory Notes to the European Union Bill(HL Bill55-EN),
paras.10-13.?http://www.publications.parliament.uk/pa/bills/lbill/2010-2011/
0055/en/2011055en.htm>
(53) このほかの規定としては、現在の欧州議会の任期中はイギリスの他11か国の構
成国に欧州議会議席の追加を認めるとの EUでの議定書を批准し、イギリスの追加
議席を適法と認める規定（法15条）がある。
(54) Explanatory Notes,supra note52,para.115.
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た EU法の「優位性」の根拠理論の定着を危惧し、それを阻止するために
置かれた。ここでも我々は再び、EUの成長に接した現在もなお「国会主
権の原則」を信奉するイギリスの統治関係者が広く存在している様子を見
出すのである。
４ 憲法学説の展開
学説はどう展開したのであろうか。1970年代のイギリスの EC加盟当
時、国会の立法権力の法的制約の有無をめぐる憲法学説は、二派に分かれ
ていた。当時から通説であり、コモン・ロー裁判官にも支持されていたの
が、19世紀の憲法学者ダイシー、20世紀の公法学者H.W.R.ウェイドら
に代表される伝統学説である。すなわち、国王・貴族院・庶民院の三者で
構成された国会は、どの会期においても、法的に無制限の立法権力をもつ
と考える立場である。
これに対抗したのが、ジェニン
(55)
グスやヒュース
(56)
トンらの新学説（伊藤正
己のいう「新
(57)
理論」、H. W. R. ウェイドのいう「手続・構成（manner and
 
form）
(58)
学派」）である。新学説は、国会を統制する法規範には２種類があ
り、立法部たる国会の構成と手続を規律する規範と、立法権力の範囲を規
律する規範に区別されるという。そして裁判所が権力範囲規範にもとづい
て国会の立法権行使を統制することはできないが、構成・手続規範にもと
づいて統制することは可能だと論
(59)
じた。
(55) Ivor Jennings,The Law of the Constitution (University of London Press,
1933),esp.pp.122-124.
(56) R.F.V.Heuston,Essays in Constitutional Law2nd ed.(Stevens,1964)esp.
pp.6-7.
(57) 伊藤・前掲（注５）。
(58) H.W.R.Wade,Constitutional Fundamentals (Stevens,1980;revised ed.
1989).
(59) 詳細は、伊藤・前掲（注５）、中村・前掲（注４）33-34、59-66頁。
早法87巻２号（2012）344
 
EC加盟に伴う憲法問題についても、この学説対立にほぼ沿って論争が
展開
(60)
した。伝統学説は、EU法の優位性はあくまでも国会が EU法の優先
適用を認める範囲でのみ認められると主張した。新学説側からは、イギリ
スが EC（それ固有の立法権をもつ）に加盟することで、いわばイギリスの
国会は、EC法の定立と国内実施については、国会が国王・貴族院・庶民
院・ブリュッセルの四者構成に変化したので、後のイギリス国会といえど
も EC法には拘束され、それをイギリスの三者構成の国会の後の立法によ
って（明示的または黙示的に）改廃しようとしても有効にはできないとす
(61)
る説も出された。しかし学界も裁判官も伝統学説を支持し続け、それに懐
疑を呈する裁判官が若干現れたのは2000年代のことである。
EC加盟の憲法論争で異彩を放ったのが、スコットランドの憲法学者 J.
D. B.ミッチェルであった。その所説はこうである。イギリスにおいても
法的に立法権を制限された国会を構想することは可能である。現に1707年
のスコットランド国とイングランド・ウェールズ国との「合邦条約」によ
り現在の大ブリテンは誕生したと捉えられる。ゆえに大ブリテンおよび北
アイルランド連合王国（いわゆるイギリス）の国会は1707年の合邦条約が
課した制約を受けている。もっともダイシーらの伝統学説が指摘するよう
に、実際には1707年の合邦条約の課した制約を破る後の国会の立法がなさ
れた。しかしそれは国会のもつ権力を明晰に分析する憲法理論が欠けてい
たから起きたのである。イギリスの憲法理論は、憲法を制定する権力
（constituent power）と、憲法によって作られた権限（constituted power）
の区別を知らない。しかしこの区別は重要である。合邦や EC加盟という
政治体制変動は、ウェストミンスターの議事堂に参集した代表議員による
憲法制定権力の行使という政治的かつ法的行為である。その結果制定され
た1707年の合邦条約（イングランドにいう合併法）や1972年 EC加盟法は、
(60) 詳細は、中村・前掲（注４）37-74頁。
(61) George Winterton,“The British Grundnorm:Parliamentary Supremacy Re-
examined”(1976)92LQR 591-617〔紹介は中村・前掲（注４）59-61頁。〕
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制定された憲法に相当し、ゆえにその下で国会がもつ権能は、法的に無制
約の立法権力ではなく、1972年 EC加盟法等の課した法的制約に服する立
法権限にすぎない。イギリスが ECに加盟する限りは、1972年 EC加盟法
にもとづき、国会も裁判官も、EC法の直接効と優先適用を認め、EC法
による国会の立法権の制約を認めなければならない。
以上のミッチェルの所説は、コモン・ロー憲法をヨーロッパ大陸諸国の
憲法理論概念によって再解釈する試みであったが、イングランド・ウェー
ルズの憲法学界にはスコットランドの異端説にしか響かなかった。（この
関連で、前述のキツネ狩り禁止法事件でイングランドの伝統学説に懐疑的だっ
た裁判官が、スコットランド出身のホープ裁判官と、イギリスから分離独立し
成文憲法をもつ南アフリカ出身のステイン裁判官であったことは、それぞれの
法学教育地の憲法学の伝統に照らすと、単なる偶然には見えず、興味深い。）
1990年代以降、前節でみた憲法上の重要判例が出されるたびに、評釈や
論文が多く著され、通説を占めてきた伝統学説の論者にあっても、伝統学
説の限界を率直に認めたり、あるいは伝統学説を一つの時代の産物として
相対化して見直しを図るものもでてきた。
限界を率直に認めたのはH.W. R.ウェイドである。彼は EC法の優先
適用を認めたファクタテイム事件に接して、それを「憲法革命」と評
(62)
釈し、EC法とイギリス法の関係をもはや伝統学説によっては適切に把握
できないと考えた。
伝統学説の相対化と見直しを提唱したのは、オックスフォード大学の公
法教授クレイグである。ファクタテイム事件についての
(63)
論稿において彼
(62) H.W.R.Wade,“What Has Happened to the Sovereignty of Parliament?”
(1991)107L.Q.R.1-4,at4.See also,H.W.R.Wade,“Sovereignty:Revolution
 
or Evolution?”(1996)112L.Q.R.568-75.
(63) Paul Craig,“Sovereignty of the United Kingdom:Parliament after Factor-
tame”(1991)11Y.E.L.221-255.〔紹介は佐藤憲「イギリス国会主権と EC法」に
関する近時の学説状況―P.P.クレイグ教授の議論を中心に」一橋法学２巻２号533
-554頁（2003)。〕
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は、ブリッジ裁判官の意見が、後法による黙示的改廃も認める伝統学説と
両立しないと認める。さらにブリッジ意見は、国会が反対の意思表示をし
ない限りは、1972年 EC加盟法にもとづき、それより後の国会立法を EC
条約に適合的に解釈すべきとしたのだから、これは本質的には新学説（＝
前の国会が構成や手続の面では後の国会を拘束できる）に近いと指摘
(64)
する。
そして今後も、明示的な反 EU立法がなされない限り、イギリスの裁判所
は EU法の優先適用を認める可能性が高いと予測
(65)
する。そのうえで クレ
イグは今日のイギリス憲法学のあり方を批判し、伝統学説・新学説のいず
れにせよ国会が主権者といえる根拠の論究が足りないという。古典的な憲
法学者たちは、憲法の大局の中に国会の主権を位置づけて議論していた
が、現代の憲法学者は憲法の全体像の中で主権を論じることがほとんどな
い。18世紀のブラクストンは、執行権者たる国王が国会の両院に監視さ
れ、人民代表の庶民院と貴族代表の貴族院も相互監視する、いわば三者の
相互の抑制と均衡が確保される国会であるから、それが立法権力を無制限
に行使しえて正当と考えた。しかし、19世紀末にはこの均衡が崩れ、庶民
院の多数を占める政党が内閣＝執行権を握るようになった。ゆえに今日で
は三者均衡から国会主権は正当化でき
(66)
ない。また19世紀のダイシーは、19
世紀中の選挙法改正で選挙権が拡大され、より広い人民を代表に選ぶこと
になった庶民院が、国民の意思を最も権威をもって表明するにいたったの
で、そのような国会が執行権・政府を統御し、また国会議員は選挙民の利
益にならない立法はしないであろう、ゆえに法的な制限を国会に課す必要
はなく、国会は法的に無制限に行為ができると論じた。しかし現実には庶
民院ではなく行政部が国会を統御し、行政部がイギリス人民の一部に不利
な立法をすることも実現可能であるから、ダイシーの議論も今日では正当
化根拠とはなりえ
(67)
ない。要するに国会主権の原則は明確な正当化根拠を失
(64) Id.at 252.
(65) Id.at 253.
(66) Id.at 236-237.
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っている。それに ECに加盟したイギリスの今日の憲法の全体像を重ねて
考えるならば、もはや法的に無制限の国会主権は認められないと考える余
地も十分にある、と論
(68)
じた。ただし肝心の憲法の全体像については、まだ
体系的にクレイグは論じてい
(69)
ない。もっともクレイグには EU法（とくに
組織・行政面の法）の著作も多い
(70)
ので、EUの統治権力を含めてイギリス
の憲法の全体像を構想しているものと推察される。なお、ケンブリッジ大
学の公法教授 T.R.S.アランも、クレイグと同様に、国会が無制限の立法
主権をもつ根拠は時代とともに変化しうると捉えて
(71)
いる。
一方、ロンドン大学の憲法教授ジャウエルは、キツネ狩り禁止法事件に
現れた国会主権の原則への懐疑論に触発されて、現代イギリス憲法の「あ
るべき（ought)」姿を論じた2006年の
(72)
論文でいう。かつてダイシーは国会
主権の原則が法の支配の原則に優先すると考えた。だが今日では法の支配
が国会主権に優先すると考えるべきではないか。すでに EC法にもとづき
裁判所は国会制定法を審査している。1998年人権法にもとづき欧州人権条
約に反する国会制定法の不適合宣言も裁判所は出せる。いずれも国会が裁
判所の審査を許す立法をしたからできるのであり、その点では国会主権の
原則は失われていない。しかし、国会主権より法の支配が優先することに
なった。この変化（法の支配の優先＝国会立法への司法審査）は、次の二命
(67) Id.at 237-238.
(68) Id.at 254.
(69) See also,Paul Craig,“EU Law and National Constitutions:The UK”in
 
FIDE XX Congress London2002,Vol II (British Institute of International and
 
Comparative Law,2003)pp.411-426.
(70) See, e. g., Paul Craig and Gra?inne de Bu?rca,EU Law: Text, Cases and
 
Materials (Oxford U.P.1st ed.1995;2nd ed.1998;3rd ed.2003;4th ed,2007);
Paul Craig,EU Administrative Law (Oxford U. P.,2006);ditto, The Lisbon
 
Treaty: Law, Politics, and Treaty Reform (Oxford U.P.,2010).
(71) T.R.S.Allan,“Parliamentary Sovereignty:Law,Politics and Revolution”
(1997)113L.Q.R.443-452.
(72) Jeffrey Jowell,“Parliamentary Sovereignty under the New Constitutional
 
Hypothesis”［2006］Public Law562-579.
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題を前提とすれば、正当化できる。まず、国会は、法の支配その他の現代
ヨーロッパの立憲民主主義に必要な諸原則を遵守すべきである。次に、裁
判所は、国会が法の支配その他の現代ヨーロッパの立憲民主主義に必要な
諸原則を遵守するとの前提にたって、制定法を解釈すべきである。いずれ
の命題もすでにコモン・ロー判例に断片的ながら現れている、と。要する
にジャウエルは、国会主権の原則と法の支配という二大コモン・ロー憲法
原則を維持しつつ、後者をもって前者を制約する関係に捉え直し、それが
現代ヨーロッパ諸国の立憲主義が備えるべき内容―法の支配、民主主義、
基本権保障など―を確保することになるから、またその内容をコモン・ロ
ー裁判官らも断片的ながら支持しているので、正当だというのである。
以上は伝統学説への理論的再検討の代表例で
(73)
ある。いずれにせよ、伝統
的な国会主権の原則に取って代わる新たな憲法原則を得るには至ってい
(74)
ない。
同様の認識は法学教育にも反映している。イギリス憲法の教科書も、伝
(73) See also,e.g.,Trevor Allan,“Parliamentary Sovereignty:Law,Politics and
 
Revolution”(1997)113L.Q.R.443-452;Ian Loveland,“Parliamentary Sover-
eignty and the European Community:the Unfinished Revolution?”(1996)49
Parl.Aff.517-535;Paul Craig,“The ECJ,National Courts and the Supremacy
 
of Community Law”in Ingolf Pernice and Roberto Miccu(eds.),The European
 
Constitution in the Making (Nomos,2003)35-51;Mark Elliott,“Parliamentary
 
Sovereignty and the New Constitutional Order:Legislative Freedom,Political
 
Reality and Convention”(2002)22L. S.340-375, ditto, “The Sovereignty of
 
Parliament,the Hunting Ban,and the Parliamentary Acts”(2006)65Cambrid-
ge L.J.1-4.
(74) より根本的に、欧州大陸諸国の「公法」の基礎概念と公法体系の形成史に遡っ
てイギリス法の「公法」的側面を体系的に捉えようとするものとして、Martin
 
Loughlin,Public Law and Political Theory(Clarendon Press,1992);ditto, The
 
Idea of Public Law (Oxford U. P., 2004);ditto, Foundations of Public Law
(Oxford U.P.,2010).See also,Martin Loughlin and Neil Walker (eds.),The
 
Paradox of Constitutionalism : Constituent Power and Constitutional Form
(Oxford U.P.,2007);Petra Dobner and Martin Loughlin (eds.),The Twilight
 
of Constitutionalism? (Oxford U.P.,2010).
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統的な国会主権の原則に触れた後に、EU法や欧州人権条約の制度と法を
紹介し、それがイギリス憲法にもたらした変化として一連の判例を紹介す
る書きぶりを踏襲している。ただし EC加盟直後は少なかった EC/EU法
の性質（直接効・優位性）や EC/EU法の一般原則（比例原則、基本権保護
など）の説明は年を経るごとに増え、欧州人権条約についても1998年人権
法の制定以後はとくに記述が増えて
(75)
いる。なお、イギリスのバリスタ、ソ
リシタの司法試験および法学部のカリキュラムでは、1990年代から EU法
が必修科目に指定さ
(76)
れた。EU法の重要性は法学教育上も認められてい
る。
５ 考察
以上の実証研究を要するに、イギリスでは EU法によるコモン・ロー憲
法の変容が論じられているが、現在でもいまだに過去のコモン・ロー裁判
所の判例とダイシーの憲法学説に基礎を置く「国会主権の原則」により
EUとイギリスの関係は捉えることが正当だと判例も学説も考えている。
さらに過去だけでなく現有の国会議員も、EUがますます管轄権を広げ、
実体法の各分野に具体的な法を優先的に立法するようになった現在、あえ
て「国会主権の原則」を再確認し、EU法制度のこれ以上の拡大強化に通
じる条約改正や一部規定の簡易な改正に対して国会の承認と国民の国民投
票による同意を要求する「EU監視法」を成立させた。
このようなイギリス憲法の動きは、成文憲法をもつ他の EU諸国の動向
と比較す
(77)
ると、一見、異質に見えるが、本質的には共通する点も多い。
(75) 注17の諸文献の改訂のあり様を比較対象せよ。
(76) 筆者の調査（2010年８月 College of Law, Londonにて、バリスタMr.
Andrew Watsonとの面会調査）。
(77) 概観として、中村民雄「前例のない政体 EU――国家主権・民主主義の再構成
の試み」ジュリスト1299号（2005）16-24。より詳細につき、ドイツ、フランス、
イタリア、ポーランドは、比較法学会編『比較法研究』71号（2010)〔?特集>国民
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共通点の第一は、EUへの権限移譲を憲法で認めるとともに、その移譲
に一定の憲法上の条件ないし制約を課すようにした点である。
成文憲法をもつ西欧 EU諸国の多くは、1992年の EU（マーストリヒト）
条約の締結の前後に明文で EU（またはより一般的に国際組織）への権限移
譲を認めつつ、実体的な制約と手続的な制約の両方を課すようになった。
東欧 EU諸国は、1990年代末の新憲法制定時または2004年の加盟時に、憲
法を制定ないし改正して同様のことを行
(78)
った。
イギリスは成文の体系的な憲法こそもたないが、西欧 EU諸国に遅れる
こと約20年、2011年に「EU監視法」を制定して、これ以上の EUへの権
限移譲は原則として国会の承認と国民投票を課すという手続上の厳格な条
件を課した。
?EU監視法」はイギリスでは憲法に相当する立法である。なぜなら、
イギリス法からみれば EU法との関係ではイギリス法全体の根本秩序のあ
り方を直接規律する立法だからである。その点で1972年の EC加盟法と同
様である。メートル法殉教者事件のローズ裁判官の分類でいえば、「通常
の」制定法と区別される「憲法的」制定法と評価できよう。なぜなら、
「EU監視法」は、「市民と国家の法的関係をある程度一般的に包括的に規
律するもの」と明白にいえるからである。また EU法からみても、「EU
監視法」の定める手続は、構成国の憲法上の批准の要件をなすといえる。
同法の手続を満たさないと改正 EU条約あるいは新規 EU条約がイギリス
では批准されず、イギリスの批准が止まれば、全構成国の批准を要する
EU形成を停止させる効果をもつからである。
なお、イギリスの憲法学説でいえば、「EU監視法」は「新理論」（man-
ner and form学派）の発想になじむ立法である。それを立法した国会は、
国家を超える「憲法」は可能か―1990年代以降のヨーロッパ統合の問いかけ―〕を
参照。
(78) 東欧の新規加盟国については、Anneli Albi,EU Enlargement and the Con-
stitutions of Central and Eastern Europe(Cambridge U.P.,2005).
EUの中のイギリス憲法（中村) 351
同法に規定する手続に従わなければ、今後、EUの権限を拡大すると国会が
考えるような一切の EU条約改正や新条約締結は法的に有効にできないもの
と考えているからである。ただし、「EU監視法」はそれ自身の後法による
改廃の手続を定めたわけではない。その局面では「伝統理論」（ダイシー、
ウェイドら）が生きており、後の国会が（少なくとも）明示的に「EU監視
法」を改廃したいときは、通常の立法手続で両院の過半数があれば改廃でき
るということにもなろう。
ゆえに今後イギリスの根本的な憲法原則である「国会主権の原則」がどれ
ほど「伝統理論」に忠実のままかどうかは、「EU監視法」を明示的に覆さ
ない限りは、同法が規定する国会の承認と国民投票によらなければ EU関係
の改正条約や新条約の批准手続をイギリス法上有効には進められないと考え
るのか（1972年 EC加盟法の後法による黙示的改廃を否定するファクタテイ
ム事件のブリッジ裁判官意見の準用）、それとも最も徹底した「伝統理論」
に即して、「EU監視法」があったとしても、コモン・ロー憲法の伝統通り
EU条約改正や新条約の締結に対する批准は国会の通常の過半数の多数だけ
で可能であって国民投票は要しないと考えるのか、という局面から知られる
ことになろう。その点が今後も興味の惹かれるところである。いずれにせ
よ、2011年の「EU監視法」が、1972年の「EC加盟法」と同等に EU法と
イギリス法の関係を規律するうえで不可欠の、その意味で、憲法に匹敵する
立法であることに争いはなかろう。
共通点の第二は、「国会主権の原則」が EUを通したヨーロッパ統合の
深化にもかかわらず生き延びている点である。これは表面的には、他の成
文憲法の EU諸国が統合の深化とともに憲法を改正している動きとイギリ
スが異なるかに見える点であるが、これも「国会主権の原則」の果たす機
能に着目すれば、本質において共通点を見出すことができる。
すなわち、イギリスの憲法原則「国会主権の原則」は、EC/EUが登場
するまでは、国家の統治権力の正統性の由来（淵源）を指し示す機能と、
正統な統治権力の在るべき所をも指し示す機能の二つを同時に果たしてき
た。しかし EC/EUが登場して後は、正統性の淵源を示す機能のみ維持
し、統治権力の所在を示す機能は失っていった。これは他の EU各国にお
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いても（程度の差はあるが）同様である。
イギリスの憲法史を大まかに振り返るなら、現行憲法体制の基礎は、17
世紀末の名誉革命で確立した。18世紀は国王を監視しつつ協働する貴族と
富裕層市民とので構成した国会に、その後19世紀には選挙法改正を通じて
民主代表的になった国会に、統治の実力も正統性も由来するといえた。そ
のうち、正統性の局面は、EC/EUが登場した20世紀後半以降も、民主的
に選挙された代表が最終的な政治的決定権を国会で行使することに正統性
が由来するということがまだ可能であり、その面での「国会主権の原則」
は健在である。それはちょうど EU各国の成文憲法が国民主権の原則をと
り、国家統治の正統性の淵源を国民に求める点では、ヨーロッパ統合が進
む今日でも、基本的には揺らぎがないのと同様である。その意味で、いま
だに「国会主権の原則」を憲法原則とすることには意味があると考えられ
ているのも理解できる。（もちろん、イギリスにおいても、成文憲法を制定し
て、国民主権の原則へと正統性の淵源を転換することも可能であるが、現段階
の世論はそこまでの改革は求めていないようである。）
その一方で、イギリスであれ他の EU諸国であれ、EUを通じたヨーロ
ッパ統合の深化に伴い、実際の国内統治の政治権力の所在に関する事実の
認識と、在る「べき」ところに関する規範像の両者が無理なく重なる概念
としては、国民主権、国家主権、国会主権、いずれも、ますます現実離れ
し、また規範的な統制機能も失っていった。
いまや EUは「排他的」な（＝EUだけが行使できる）立法権限まで明文
で一定の政策分野について備えている。そして EUの立法は、直接適用さ
れ、あるいは個人に権利を直接に発生させる効果（直接効）をもち、抵触
するあらゆる国内法に優先する。こうして EUが直接かつ排他的に人々に
権利義務を発生させうる政策領域が存在することが確立している。しか
も、構成国に専属排他的な立法権が残留すると思われている政策分野も、
既存の EU法の諸原則には制約されると欧州司法裁判所は繰り返し強調し
て
(79)
いる。どこまでが EU法の適用範囲かを決めるのは欧州司法裁判所であ
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ると EU諸国も合意しているため、EU各国は EUに属する限り、もはや
構成国の立法権限と EUの立法権限の境界線争いを自ら決めることが法的
には正統にできない（ゆえに「隠れた権限拡大（competence creep）」がほぼ
必然的に生じる）。27のうち一つの構成国は、EUのさらなる形成を阻止す
ることはできても、既存の EUを終了させることはではできない。一国に
できるのは脱退することにすぎない（EU条約50条）。EUの終了は構成諸
国の合同行為によらねば法的には不可能である。各国の「主権」概念のう
ち、統治の実力・権力の在りかを示す局面はこうして EU法により事実上
も法的にも縮小される一方である。
以上のように、EU形成と EU法の発展に対応してイギリス憲法で起き
ていることは、表面的には他の成文憲法をもつ EU諸国と異なるように見
えるが、本質的には共通している点がある。
もっとも他方で、EU統治の拡大に対抗して、正統性の淵源や統治権力
のあるべき所在を示す機能を各国憲法がどのよう維持または回復しようと
しているかという面からみると、イギリス憲法の特異性も見えてくる。
第一に、イギリス憲法は「国会主権の原則」の中に、何らの実体的な価
値を示す法原則を含んでいない点で独特である。「国会主権の原則」は本
質的に手続的な法原則である。
成文憲法をもつ他の EU諸国の場合は、憲法に民主主義の政治体制であ
ること、基本権・人権を尊重することなどの実体法原則が定められ、それ
が統治の上での基本的な価値としてとくに政治においても尊重され、法的
にも、憲法裁判所の違憲立法審査などの制度により、強く保障される工夫
がなされている。手続と制度・組織と一定の実体法（実体的価値）とが体
系的に結び付けられて「憲法」をなしている。そこで、ドイツ、デンマー
(79) E. g.,Case C135/08,Rottmann［2010］ECR I-(nyr)（各国の国民の国籍の得
喪要件は構成国が専属排他的に立法権限をもつ事項ではあるが、国籍を喪失させる
ことにより EU市民権を全面的に喪失させることになるような場合には、既存の
EU法―たとえば EU法の一般原則としての比例原則―による制約を受ける。）
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ク、ポーランド、イタリアやフランスでは、マーストリヒト条約やリスボ
ン条約をめぐり、国内憲法上の実体的価値の侵害を理由に批准を違憲と主
張する訴訟が提起された。それらの国では、憲法の実体規範（基本権保護、
民主主義の共和政体の原則など）により EU形成を統制しようとした。そう
することで、最終的に条約の「主人」は国家であり、それを支える国民で
あるといった正統性もまた確保しようとしたのであ
(80)
った。
これに対してイギリスのコモン・ロー憲法では、実体法としての内容を
もつ憲法原則は、「法の支配」の原則であり、その大原則を指導原理とし
て、既存の訴訟方式や訴訟原因に即した事案のコモン・ロー裁判所の判決
の蓄積から、一定の実体的価値を示す法準則が生まれる。さらにそれを補
強や補充する個別の国会立法が必要に応じて制定される。こういった一群
の大原則から先例法理や制定法が醸し出す実体法原則が、他の成文憲法の
国での憲法の実体法の機能をイギリスでは果たしている。ゆえに成文憲法
国では明文がある原則でも、イギリスでは不文の慣習でしかないものもあ
る。民主主義による統治の原則はその最たる例であろう。また基本権・人
権の保障にせよ、コモン・ローの判例で蓄積された人身の自由や、それを
補強する人身保護法など固有の実体法もあるが進展速度は遅く、現代では
欧州人権条約が規定する範囲の基本権・人権を国内受容法（1998年の人権
法）によって保障しようとしているに留
(81)
まる。
(80) 詳細は、注77の二文献。ドイツ連邦憲法裁判所のマーストリヒト条約判決
（BVerfGE 89）、リスボン条約判決（BVerfGE 123, 267）、デンマークの最高裁判
所のマーストリヒト判決（Carlsen and others v.Rasmussen［1998］UfR 800、ポ
ーランドの憲法法廷の EU加盟条約判決（Sygn.akt K18/04）、イタリアの憲法裁
判所の1970年代以来の諸判決（C.C.,sentenza n.183del27dicembre1973;C.C.,
sentenza n.170del8giugno 1984;C.C.,sentenza n.168del18aprile1991;C.
C.,sentenza n.73del22marzo2001）、フランスの憲法院のマーストリヒト条約第
１・第２判決（De?cision n?92-308DC;De?cision n?92-312DC）、アムステルダム
条約判決（De?cision n?97-394 DC）、欧州憲法条約判決（De?cision n?2004-505
DC）、リスボン条約判決（De?cision n?2007-560DC）。
(81) 別稿で詳論する予定である。邦語文献ではさしあたり、倉持孝司『イギリスに
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そのため、イギリスは憲法の実体規範にもとづいて EU条約の交渉に臨
んだり、その批准に反対するような行動にはでてこなかった。イギリスは
条約の交渉時に、受け容れらない政策は交渉しないか参加しないという政
治戦略にでる。社会政策の分野の条約改正を拒否したり（マーストリヒト
条約時）、ユーロへは参加せず（マーストリヒト条約時）、また人の自由移動
を徹底して認める「シェンゲン協定」には参加しないので、そこだけ opt
-out（選択的不参加）する（アムステルダム条約時）、EU基本権憲章はイギ
リス国内法に影響を与えないことを確認する議定書を交わす（リスボン条
約時）、といった手法で、あくまでも政治上の政策判断に任せて、ヨーロ
ッパ統合への関与を決めてきた。イギリス国内で起きた訴訟も実体法上の
原則に EU条約の批准が反するといった主張はなかった。
イギリス固有の第二の特徴は、「国会主権の原則」の手続的本質が、（成
文憲法の国よりも）深刻で、ますます深刻化する問題をイギリスの人々に
もたらしているところにある。すなわちイギリスの憲法原則（「国会主権の
原則」にせよ「法の支配」にせよ）では、EUの一部となったイギリスにお
いて、人々の現実生活を左右する政治権力の在りかを的確に特定できず、
国民に正確に知らしめる機能を果たしていないという問題がある。
一般的にいえばリスボン条約が発効した現在の EUでは、EU諸国の
人々は、自国の憲法だけでなく、リスボン条約により改正された EU運営
条約（旧称、EC条約）の３条（EUの排他的立法権限の及ぶ政策分野）、４条
（EUと構成国の共有的な立法権限の妥当する政策分野）、６条（EUが構成国の
立法権限行使を支援・調整・補完しかできない政策分野）、５条（EUがもつ立
法権限が、排他的・共有的・支援的のどれにもなじまない政策分野）をも見
て、具体的な政策事項に、構成国の議会がどれほどの最終的な決定権限を
もつのかを判断しなければならない。つまり、いまや人々の生活を左右す
る立法権が国内と EUに分有されている、連邦的な統治手法を EUと構成
おける市民的自由の法構造』（日本評論社、2001）、江島晶子『人権保障の新局面―
ヨーロッパ人権条約とイギリス憲法の共生』（日本評論社、2002）。
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国の複合政治体はとっている。成文憲法の EU諸国は、そのことを EUへ
の権限移譲・委任といった明文により、ある程度明らかにできるが（少な
くとも EUと構成国の権限配分は EUの基本条約を見ればよいと人々に悟らせ
ることはできる）、イギリスの「国会主権の原則」は正統性の淵源が国会に
あることを示す機能と、政治権力の在りか（および在るべき所）を示す機
能が伝統的に重複してきたため、そのような伝統的な言葉遣いを維持する
だけでは、EU政治体の下でのイギリスの政治権力の在りかを的確に示す
機能を回復することはできない。その機能をいまや失っていることを国会
議員や国民に自覚させることすら、十分にはできないであろう。
ゆえに現代のイギリスの憲法論に求められているものは、EUを通じた
ヨーロッパ統合により、イギリスにはコモン・ロー憲法原則だけでなく
EUの基本条約という憲法が複合的に存在していることを明確に国民に示
す法命題を提示することである。そして現実の政治権力が、どの政策分
野・政策課題についてはどこにあるのか（ウェストミンスターか、ブリュッ
セルか）を、明確に国民にも議会の議員にも見極めさせることができるよ
うな、法的な工夫を追加することである。それが新たな説明・分析概念の
追加でなされるのか、成文憲法の制定によるのか、ダイシー憲法学説の解
体と再構築によるのか、一定の国会の審議手続の新規導入によるのか、方
策はいくつもありうるだろう。
追悼 早川弘道先生
先生は、私が本学に赴任して１年にも満たないうちに、先立たれてしまい
ました。先生とヨーロッパの現在や近未来を語る機会を一度も持てなかった
ことが悔やまれます。せめて本稿を先生の御霊前に捧げ、ヨーロッパへの想
いをお伝えできればと存じます。安らかにお眠りください。
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